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⑴ 簿記とは

簿記とは、個人事業者や企業が行う事業活動を記録・計算・整理するための方法です。

簿記が必要とされるのは、経営者が業績のよしあしを判断し、現状の問題点の把握や将来の

方針を立て、また、株主、取引先、金融機関などの利害関係者に企業の正しい内容を知らせる

ためです。この簿記のことを複式簿記ともいいます。

⑵　企業の事業活動

簿記のしくみや記帳方法を理解するためには、企業の事業活動の内容をよく理解する必要が

あります。企業が営む事業には、卸・小売業、製造業、建設業、サービス業など様々な種類が

ありますが、ここでは、卸売業を営む商店の場合についてみていきます。

卸売業の主な事業活動は、仕入先から商品を買い入れて（仕入れという）、これを得意先に売

り渡す（売上げという）ことです。この場合、商品の仕入れに対し、その代金を仕入先に金銭

で支払い（支出という）、商品の売上げに対し、その代金を得意先から金銭で受け取る（収入と

いう）という事実が生じます。すなわち「商品の入り」に対する「金銭の出」および「商品の

出」に対する「金銭の入り」という関係が、事業活動の基本となっています。

このため、商品や金銭は、毎日の事業活動によって増加・減少し、ときには不足することも

あります。もし商品や金銭が不足したら、金融機関から借り入れたり、代金を後日支払う約束

で商品を仕入れたりしなければなりません（この代金支払義務を買掛金という）。この場合は、

将来、金融機関や仕入先に金銭を支払う義務（債務という）が生じます。逆に金銭が手元にあ

れば、金融機関に預金をしたり、代金を後日受け取る約束で商品を売り渡したりできます（こ

の代金請求権を売掛金という）。この場合は、将来、金融機関や得意先から金銭を受け取る権利

（債権という）が生じます。

⑶　簿記の目的

これらの事業活動を記録・計算・整理することによって、次の内容を明らかにすることが簿

記の目的です。そして、それを利害関係者に報告します。

・一定期間における仕入れ・売上げなどの事業活動の状況とその結果、つまり経営成績を明

らかにする。

・一定時点における現金、商品、債権、債務などの状態、つまり財政状態を明らかにする。

2

第 節1
簿記の目的

商品の入り

金銭の出

（仕入れ）

（支　出）

金銭の入り

（収　入）

商品の出

（売上げ）仕
入
先

商　

店

得
意
先



第
１
章

簿
記
の
し
く
み

3

簿記では、「資産・負債・資本・収益・費用」の５つの要素を用いて事業活動の記録・計算・

整理を行います。

⑴ 資　産

資産とは、企業が事業活動を行うために持っている金銭、物品、および将来一定の金額を他

人から受け取れる債権などのことです。たとえば、現金、預金、商品、備品、建物、土地、売

掛金、貸付金などがあげられます。

⑵　負　債

負債とは、買掛金、借入金など将来一定の金額を他人に支払う債務のことです。負債は、資

産を減少させる性質を持っています。

そこで、企業の正味の資産金額とは、資産総額から負債総額を差し引いた差額のことをいい、

これを純資産といいます。算式で表すと、次のとおりです。

資産総額 － 負債総額 ＝ 純資産

簿記では、純資産を資本といいます。資本を計算する算式を資本等式といいます。

資産 － 負債 ＝ 資本

東京商店の平成Ｘ1年１月１日現在の資産・負債を次のとおりとします。

この場合の資本は、資本等式によって次のように求められます。

（資産）400,000円 －（負債）100,000円 ＝（資本）300,000円

資産と負債１

資　本２

第 節2
簿記の要素

資　　　産 負　　　債

現 金
商 品
備 品
資 産 合 計

100,000
100,000
200,000
400,000

借 入 金

負 債 合 計

100,000

100,000
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（資産）350,000円 －（負債）100,000円 ＝（資本）250,000円　

⑴　貸借対照表のしくみ

貸借対照表とは、企業の一定の時点における資産・負債および資本の状態、つまり財政状態

を表す計算表をいいます。貸借対照表は、資本等式の負債を右辺に移した次の算式に基づいて

作成されます。この算式を貸借対照表等式といいます。

資産 ＝ 負債 ＋ 資本

前の東京商店の例を貸借対照表等式にあてはめると、次のようになります。

（資産）400,000円 ＝（負債）100,000円 ＋（資本）300,000円 
これによって作成した東京商店の貸借対照表は次のとおりです。資産を左側に、負債と資本

等式によって求めた資本を右側に記入して作成することで、貸借対照表等式と一致します。な

お、貸借対照表の右側は「負債および資本」ではなく「負債および純資産」と表記されていま

すが、これは会社法で「純資産」という言葉を使うように決められているからです。「資本」と

同じ意味だと考えて学習を進めてください。

⑵　期首と期末の財政状態の変化

上記の貸借対照表は、一定期間の初め（期首という）に作成したものですが、期間の終わり

（期末という）にも必ず作成し、財政状態の変化を確認することが必要です。

東京商店が、平成Ｘ1年１月１日から平成Ｘ1年１月31日までの間に次のような事業活動を行

ったものとします。

１月５日　原価60,000円の商品を、70,000円で売り渡し、代金は現金で受け取った。
６日 商品30,000円を仕入れ、代金は現金で支払った
８日 借入金のうち40,000円を金融機関に現金で返済した。
15日 借入金の利息2,000円を現金で支払った。
20日 商品30,000円を仕入れ、代金は現金で支払った。
25日 給料25,000円を現金で支払った。
30日 原価40,000円の商品を、60,000円で売り渡し、代金は現金で受け取った。

貸借対照表３

貸  借  対  照  表

平成Ｘ1年１月１日東京商店

資　　　　　産

現 金
商 品
備 品

金　　　　　額

100,000
100,000
200,000
400,000

負債および純資産

借 入 金
資 本 金

金　　　　　額

100,000
300,000

400,000
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［第２節］簿記の要素

この事業活動による資産および負債の増減の計算と期末の有高は、次の表のようになります。

１月31日における東京商店の財政状態を資本等式で表すと、次のとおりです。

（資産）363,000円 －（負債）60,000円 ＝（資本）303,000円
期首の資本300,000円と期末の資本303,000円との差額3,000円は、この期間の事業活動によ

る資本の純増加額であり、これを純利益といいます。

反対に期首資本よりも期末資本が減少した場合は、その差額を純損失といいます。期首資本

と期末資本を比較して純利益または純損失を計算する算式は、次のとおりです。

期末資本 － 期首資本 ＝ 純利益（マイナスの場合は純損失）

上記の算式の期首資本を右辺に移すと、次のようになります。

期末資本 ＝ 期首資本 ＋ 純利益

貸借対照表等式に上記の算式の右辺を代入すると、次のようになります。

（期末）資産 ＝（期末）負債 ＋ 期首資本 ＋ 純利益
（期末）資本

資産の増減 負債の増減

現 金

100,000

100,000
＋70,000
170,000
－30,000
140,000
－40,000
100,000
－2,000
98,000

－30,000
68,000

－25,000
43,000

＋60,000

103,000

平成Ｘ1年

１月１日
（期首有高）
残 高
１月５日
残 高
１月６日
残 高
１月８日
残 高
１月15日
残 高
１月20日
残 高
１月25日
残 高
１月30日
１月31日
（期末有高）

商 品

100,000

100,000
－60,000
40,000

＋30,000
70,000

70,000

70,000
＋30,000
100,000

100,000
－40,000

60,000

備 品

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

200,000

合 計

400,000

400,000

410,000

410,000

370,000

368,000

368,000

343,000

363,000

借 入 金

100,000

100,000

100,000

100,000
－40,000
60,000

60,000

60,000

60,000

60,000
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